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東北のグローバル拠点・仙台空港の活性化に向けて
～広域観光の視点から～

東北のグローバル拠点・仙台空港の活性化を図り、
「乗降客数６００万人」の目標を達成するためには、
従来の延長線上にある取組みだけでは不十分であり、
新たな需要の掘り起こしが必要である。

このため、東北全域に展開する広域観光の視点から、

試験的に取り組む、新たな２つの事業を提案する。
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１．海外事業

インセンティブツアーの誘致
※インセンティブツアー＝企業の報奨旅行、

招待旅行、社員旅行

２．国内事業

ＢＣＭツアーの誘致
※ＢＣＭ＝事業継続マネジメント

東北のグローバル拠点・仙台空港の活性化に向けて
～広域観光の視点から～
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１.インセンティブツアーの誘致
１-１ 最近アジアで活発なインセンティブ・ツアー タイの例

インセンティブツアー＝企業の報奨旅行、招待旅行、社員旅行

１．平成24年10月

タイの日系自動車メーカーのディーラー ７０名
仙台、岩手を訪れている。

２．平成25年2月

タイの日系自動車メーカーのディーラー２７０名
仙台を訪れている。

インセンティブツアー誘致は わが国では始まったばかり
上記のツアーは 東京の旅行会社の取組の成果

東北の観光団体等（全国でも・・）の取組は これまではゼロ
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１.インセンティブツアーの誘致
１-２ 台湾の例 台湾では小さな企業も社員旅行で海外に行く

平成２５年８月 台湾の大手企業を訪問

百貨店…従業員1,800名が海外へ社員旅行を実施

運送会社…従業員300名が海外へ社員旅行を実施

スポーツ用品メーカー …得意先60名を海外へ招待旅行を実施

台北日本商工会…台湾は インセンティブツアーが大変盛ん
日本交流協会…従来は企業へのプロモーションを行っていない

（２０１２年・日本交流協会台北事務所提供データ）

出国率：約４３％（日本 約１３％・東北 約４％）
訪日数：１,４６６,７００人 リピーター率：７６．４％（観光渡航者）

旅行形態：団体旅行 ５４％ （韓国２９％、香港２９％）



6

１.インセンティブツアーの誘致
１-３ 大事なことは 企業や消費者へ直接伝わる情報発信

従来のプロモーションは… 今回の提案では…

海外

旅行会社
など

情報発信
招聘事業

商品販売
情報発信

自治体

東北観光推進機構
など

自治体
東北観光推進機構

など

情報発信
招聘事業

旅行先の
要望

企業
（経営者・社員）

消費者

海外

旅行会社
など

企業
（経営者・社員）

消費者
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１.インセンティブツアーの誘致
１-４ 企業・消費者が求めるのは 魅力あるコンテンツ
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１.インセンティブツアーの誘致
１-５ 魅力あるコンテンツを企業・消費者に効果的に伝える方法

(資料：国土交通省「暦年・年度別空港管理所況調書」より東経連作成)

ＪＥＴプロジェクト
｢北海道アワー｣…「アジアに雪を」（コンセプト）
1997年3月 「東アジアメディアプロモーション協議会」発足

3月 「ＪＥＴ ＴＶ」放送開始
「北海道アワー」スタート（～2003年まで）

→台湾からの来道者数倍増へ

（1997年度開始以来 延べ3000時間強放送）

■仙台空港と新千歳空港の国際線客数の比較 ■東北と北海道の観光資源比較

(資料：日本国勢図会地域統計版データで見る県勢より東経連作成）
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１.インセンティブツアーの誘致
１-６ ジャパンブランドの情報発信に国の支援策も強化

㈱海外需要開拓支援機構
（クール・ジャパン推進機構）

放送コンテンツ海外展開
促進機構（ＢＥＡＪ）

外務省 観光庁 農水省経産省総務省

ジャパン・コンテンツローカライズ＆プロモーション支援助成金

ビジット・ジャパン
事業

クール・ジャパン
事業

アジアでのTV番組配信など情報発信の強化
2015年ミラノ万博（テーマ「食」）

2020年東京オリンピック 等へ向けてのジャパンブランドの確立

訪日外国人旅行者 2020年 ２０００万人

600億円
ジャパン・コンテンツ
ローカライズ＆プロモーション支援助成金 155億円
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１.インセンティブツアーの誘致
１-７ 企業や消費者へのダイレクトな情報発信

企業向け 消費者向け
情報発信

魅力あるコンテンツ（観光・物産・文化）を整理
ダイレクトに企業や消費者に伝える

海外企業関係者
の招聘事業

海外での
企業訪問・説明会

海外TV番組等
での情報発信
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２.ＢＣＭツアーの誘致
２-１ ＢＣＭ（事業継続マネジメント）ツアーの狙い

被災経験のない企業が、ＢＣMの実践を図るためには、
実際の災害被害での教訓や災害研究の知見について
周知していくことが有効と言われている。

首都直下地震、東海地震、東南海・南海地震等の発生が
懸念されている。
こうした中、企業では、応急復旧、完全復旧までのBCM 

(Business Continuity Management：事業継続管理）への対応が
不可欠となっている。

東日本大震災の教訓を生かし 企業（企業版語り部）と連携した

復興ツーリズムの推進
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２.ＢＣＭツアーの誘致
２-２ 高いニーズがあるＢＣＭツアー

西日本経済協議会 （事務局 関西経済連合会） 平成25年10月発表

｢大規模災害に対する企業の防災・減災行動に関する調査｣

自然災害による被災経験と南海トラフ巨大地震への対策の程度
（上：回答数、下％）

８割を超える企業が巨大地震への対応の途上
アンケート実施後のヒアリングでも

BCMに対するニーズが高いことが報告されている
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２.ＢＣＭツアーの誘致
２-３ 関西等へのBCMツアーの販売

集客方法

関西や中部等企業へ販売
各ブロックの経済団体等と連携
関西経済連合会も 協力を約束

コンセプト

東日本大震災の被災企業から
大震災等に対する 事前対策や事後対応を学ぶ

東日本大震災の教訓を生かし
企業版語り部と連携した 復興ツーリズムの推進

商品内容

被災企業訪問による
現地視察 意見交換会等の実施
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２.ＢＣＭツアーの誘致
２-４ 重要なリストづくり

南海トラフ地震や
首都直下型地震等
への備えを進める
国内企業への対応

ＢＣＭツアーの成功
のカギを握るのは
企業版語り部リスト
の整備

関係者の協力を得
ながら着手！
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ご清聴ありがとうございました。

東北のグローバル拠点・仙台空港の活性化に向けて
～広域観光（団体旅行）の視点から～

（一社）東北経済連合会


